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Abstract
Introduction: From 2007, competitive bidding for procurement became widely employed by the Japanese 

Government, and health check providers for government workers are selected every year by this method. 
Deterioration of health check quality due to excessive price competition is a serious concern. The National 
Federation of Industrial Health Organization (Zeneiren) conducted an investigative research on the contract-
ing of health check providers and occupational physicians in workplaces in 2015–2016 in an effort to prevent 
low-cost but low-quality health checks. The report of the research is available on the homepage of Zeneiren. 
In this paper, we provide a brief overview of the report, and deterioration of health check quality due to 
dumping by and switching of health check providers is discussed from economic and legal viewpoints.

Method: Information was obtained from articles in print and on the Internet.
Results: A questionnaire survey of health check providers revealed that excessive discounts due to both 

competitive bidding and demand from companies commissioning health checks occurred on a routine basis, 
and some providers were concerned about worsening business conditions in the future. In a separate question-
naire survey of occupational physicians, it was discovered that they were able to evaluate the quality of health 
checks, whereas administrative officials responsible for selecting the providers were seldom able to adequate-
ly evaluate the health check quality, resulting in contracting providers of questionable quality, which in turn 
caused considerable dissatisfaction on the part of occupational physicians. Moreover, when health check 
providers were switched, the reporting format of health check results changed. The physicians did not favor 
such a change because of the considerably increased workload involved in coordinating past and current data 
and the risk of decreased occupational health service quality.

Discussion: Dumping makes the management of health check providers very difficult and is a cause of 
loss of social capital. If health check providers of good quality withdraw from the market, the supply of high- 
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1．緒　　　論

2007 年頃より，国の調達は原則競争入札となり，国

家公務員等の健診において，毎年，競争入札により健診

実施者が決定されている。都道府県，政令市等地方公共

団体においても同様の動きが広がっている。競争入札制

は経済的には妥当だが，健診実施者を決定するとき，落

札するための過度な価格競争による健診品質の劣化が危

惧されている。また，競争入札により健診実施者が毎年

変更されると，受診者個人の健診結果報告フォーマット，

判定基準，検査値の基準範囲や測定方法などが変更され，

産業医の円滑な健康管理業務が困難化すると産業医の間

で語られているが，それに関する文献は見当たらない。

そこで，公益社団法人全国労働衛生団体連合会（全衛

連）は，健診品質をいわゆる「安かろう，悪かろう」と

しないため，調査研究として職域健診を提供する健診機

関の責任者，健診サービスを受ける側である事業場産業

医の双方に質問票調査，さらに少数であるが大手企業の

事業場産業医に対する聞き取り調査を 2015 ～ 2016 年に

実施した。質問票調査において調査対象健診機関は全衛

連精度管理調査参加健診機関で，調査対象事業場産業医

は日本産業衛生学会産業医部会所属医師であった。この

調査研究の目的は，健診業務における競争入札制度の拡

大に着目し，料金値引きの実態や問題点，そのことによ

る健診品質への影響などを明らかにし，健診委託事業者

が満足する健診品質の維持・向上のためにどのような方

策を講じるべきかについて検討することであった。その

報告書 (1) の詳細は，全衛連のホームページから閲覧可

能である。

本稿は，その報告書の内容から，産業医の健康管理業

務の劣化の原因となる不当廉売による健診品質低下と健

診機関の変更について，経済学や法学などの視点を含め

学際的に検討したものである。

2．方　　　法

全衛連の報告書 (1) は，重要な引用文献である。その

全容について全衛連のホームページから閲覧可能である

ので，本稿では，詳細の記載は割愛する。本稿では，経

済学や法学などの領域の文献を含め，広範囲に非系統的

に検索した。引用文献は印刷物，インターネットなど幅

広く情報収集を行った。インターネット検索は，非系統

的に，数千時間費やした。

文献 (1) における統計手法として，質問票調査での回

答件数と百分率を使用した。

3．結　　　果

全衛連の調査研究 (1) の内容，つまりその結果と考察

の概要を引用して下記に示す。

3.1　健診機関に対する質問票調査

全衛連の調査研究 (1) の対象健診機関は，全衛連精度

管理調査参加健診機関であるから，大手の優良健診機関

と言えよう。この質問票調査における健診機関の回答率

は 43.4% であった。

3.1.1　健診価格の実情

健診価格は国による診療報酬に依拠せず，健診機関が

自由にそれを定めることが可能であるため，健診は価格

競争となっている。本調査研究で得られた健診機関によ

る設定健診価格の平均値を健診項目ごとに 2016 年度の

診療報酬から算出した値と比較すると，労働安全衛生法

に基づく一般健診では設定健診価格の平均値 / 診療報酬

から算出値＝8,449 円 /10,900 円＝78%，高齢者医療確保

法に基づく特定健康診査では 7,030 円 /8,800 円＝80%，

全国健康保険協会（協会けんぽ）の実施する生活習慣病

予防健診では 18,522 円 /20,030 円＝92% であった。

健診機関が健診を受注する時の設定健診価格からの割

引率に関する質問の回答から，平均割引率は，20% と

算出された。設定健診価格と診療報酬から算出した値と

の比率は，78% ～ 92% であったから，受注健診価格平

均値と診療報酬から算出した値との比率は，62% ～

74% となる。入札の場合の他機関の相場価格に対する

割引比率に関する質問の回答から，その平均値は，45%
と算出された。この程度の割引率でないと，落札できな

quality health checks decreases. This corresponds to external diseconomy caused by dumping on the part of 
the health check providers and loss of social surplus (economic surplus).

Conclusions: To avoid deterioration of occupational health service due to low-quality health checks and 
changes in the reporting format, occupational physicians must actively engage in the selection of health check 
providers of good quality.

Key words:	 health check provider（健診機関），price（価格），dumping（不当廉売），quality（品質），

report format（結果報告フォーマット），occupational health service（産業保健サービス）
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いことが示される。入札の場合の落札価格平均値と診療

報酬から算出した値との比率は，28% ～ 33% となる。

上記の 28% は 0.62×0.45＝0.28，33% は 0.74×0.45＝0.33
という計算による。

入札あるいは健診委託事業者からの要求により，この

設定価格からかなりの値引きが日常的に行われている実

態が明らかになった。このような廉売に対する健診機関

の対応として，正規雇用者を非正規雇用者に置換するな

どによって人件費を抑えることがまず必要になり，その

ための様々な問題発生が認識されている。このことは，

健診機関に対する質問票調査から得られたことで，具体

的に顕著な問題点は責任意識の低下である。

3.1.2　健診機関決定のための入札の実情

全衛連の調査研究 (1) の対象健診機関において，労働

安全衛生法に基づく一般健診の受託事業所のうちの入札

割合の平均値は 6.3% で，大きな数字ではない。しかし，

入札経験の有の健診機関の割合は 65% で，入札経験は

少なくない。健診機関当たりの入札による平均得失数は

1 年間で 4.0 事業所－4.3 事業所＝－0.3 事業所で，入札

により健診受注を少し失っていた。また，参加した入札

で「他機関による不当な廉価料金提示経験のある」健診

機関の割合は 52%，「採算割れ料金提示経験のある」健

診機関の割合は21%であった。入札により健診機関を決

定する割合は現状ではあまり大きくはなく，健診機関の

経営に対する影響は，まだ大きくはないようだ。しかし，

健診機関に対する質問票調査で，過当な価格競争が経営

に及ぼす影響に，「かなり経営圧迫」と回答した健診機

関が 18%，「多少圧迫した」のが 25%，「将来の圧迫不安」

のが 57% で，その問題が顕在化する可能性は低くない。

3.2　事業所の産業医に対する質問票調査

全衛連の調査研究 (1) の質問票調査対象産業医は日本

産業衛生学会産業医部会所属医師で事業所産業医をして

いる者である。この対象者は日本産業衛生学会産業医部

会所属医師であるから，積極的に産業医活動を行ってい

る者であることが建前である。この事業所産業医に対す

る質問票調査の回答率は 10.3% であった。しかし，日

本産業衛生学会産業医部会所属医師の中には，学会に所

属しているものの事業場産業医としてほとんど活動して

いない者も含まれている可能性があり，厳密に回答率を

計算するための積極的に活動している事業場産業医数を

把握できない。つまり，この回答率 10.3% はかなり過

小評価の可能性がある。

質問票調査対象の産業医の健診機関選定などに関する

結果を下記に示す。その産業医の事業所で，90% 程度

が健診を健診機関に委託していた。健診機関選定で，「産

業医の関与なく事務担当者が選定」は 45%，「産業医と

事務担当者が相談して事務担当者が選定」は 42%，「相

談して産業医が選定」は 13% であった。これらの事業

所における健診機関変更は 10年間で平均 30%であった。

健診精度重視の産業医では，46% が「健診精度に問題

あり」と回答し，健診データ提出重視の産業医では，

45% が「健診データ提出に不満」であった。上記の健

診精度重視の産業医と健診データ提出重視の産業医と

は，日本産業衛生学会産業医部会所属医師に対する質問

票調査において，健診機関選定で重視することについて

の質問項目で，健診精度あるいは健診データ提出と回答

した産業医である。健診機関選定で，「産業医の意向が

考慮されている」との回答が 34%，「まあ考慮されている」

のが 37%，「考慮されていない」のが 29% であった。産

業医として，「健診機関の健診に満足」が 75%，「不満足」

が 9%，「どちらでもない」のが 16% であった。

また，事業所による健診機関決定方法に関し，入札の

割合は 15% で，随意契約の割合は 85% あった。入札に

より健診機関を決定する事業所で，入札条件の有の割合

は 29% で，入札で健診機関の毎年変更の有の割合は

76% であった。

3.3　事業場産業医に対する聞き取り調査

聞き取り調査に応じた産業医は，大手企業の産業医で

ある。この調査に，16 名の産業医が応じた。この調査

結果の概略を下記に示す。聞き取り調査対象の産業医は，

健診機関を変更すると受診者個人の健診結果報告フォー

マットが変更され，過去のデータとの継続性を確保する

ために自身で過去データとの整合を取る作業をしなけれ

ばならない。この作業は相当な負担になり，頻繁に健診

機関を変えることの不利益，つまり産業医による産業保

健業務の質の劣化を認識している。したがって，健診機

関に特段の問題がなければ継続契約すべきとしている。

入札制度を採用する事業場では，単年度契約が多く，健

診機関が毎年変わることが多い。健診機関選定に関わる

多くの事業場の事務担当者の最大の関心は健診料金で，

健診品質に関しほとんど理解できないことが多い。事務

担当者はどの健診機関を選定しても健診品質はそれほど

変わらないと考えているようで，健診品質の劣悪な健診

機関に健診を委託することもある。

4．考　　　察

引用された全衛連の調査研究 (1) の内容，つまりその

結果と考察を受けて，学際的深掘りしたものが本稿の考

察である。考察の対象となる文献 (1) の内容で重要なこ

とは，健診機関に対する質問票調査では，健診価格，入

札制度，健診機関の経営の見通し，経営安定化方策とそ

の問題点などである。また，産業医に対する質問票調査

と聞き取り調査からは，健診品質と健診結果データ提出

の問題，健診機関選定方法と特にその選定の権限がある

事務方の健診品質に関する理解度などである。

4.1　健診の不当廉売の経済学

4.1.1　公的機関の財・サービス調達方法

公的機関が財やサービスを調達する方法として，①品



日衛誌 (Jpn. J. Hyg.) 第 73 巻　第 3 号　2018 年 9 月

〔416〕

質を固定して価格を競争させる入札などの価格競争方

式，②価格を固定して品質を競争させる企画競争方式，

③品質と価格の両方を競争させる総合競争方式と④随意

契約方式がある (2)。官民癒着が批判されたことから，

公共調達では，透明性が高いとされる価格競争方式が広

がっている。価格競争は，技術が確立して，求める性能

や仕様が明確で，瑕疵の検査が容易である場合に適して

いる。価格競争方式以外では，発注者側に品質を適切に

評価する能力が求められる。しかし，健康診断において

はその能力が不十分な公的機関・企業は少なくない。

企業や公的機関がその従業員の健診を実施する健診機

関を選定するときも，価格競争方式が広がっている。健

診の費用支払いの権限は，産業医のようなヘルスケア担

当者ではなく，その部署の事務系の責任者にあることが

一般的である。一般に，産業医は，ある程度経験を積め

ば，健診の質を適切に評価できるが，事務担当者はそれ

が不可能であることが多い。そこで，建前上健診の質を

固定して，実際には質を無視して健診業者を入札あるい

はそれに準ずる方式で，選定することになる。健診の質

が劣悪でも，健診費用を減額できれば，それを業績とし

て高く評価する企業や公的機関が少なくないため，事務

担当者はますます費用削減を目指すことになる。

全衛連の調査研究 (1) において，健診機関の多くは入

札による将来の経営圧迫を危惧しており，産業医の多く

は健診品質を理解できない事業所の事務担当者による健

診機関選定を問題視していることが示された。

4.1.2　不当廉売の特徴

不当廉売には，経済学的視点と法学的視点がある。実

社会における不当廉売の係争例は非常に多岐にわたって

いるため，学問的取扱いがかなり困難である。不当廉売

に関する学術的・実践的文献として，岡田羊祐 (3–5) の
文献などがあり，本稿でそれらを参考にする。不当廉売

に対応する公的機関として，日本には公正取引委員会

(6) がある。特に，法的には，裁判での対応という実務

に追われている。図 1(3, 4) の ｢ ある領域の財・サービ

スにおける価格分散，価格差別と違法な領域の差異 ｣に

おいて灰色で示した A・B の違法領域か否かで，法廷に

おいて争われる。不当廉売を考える場合，一律に外形的

な行為類型の特徴から違法性を判断することは非常に難

しく，個別の事例ごとに何らかの経済分析を実施して，

その行為が合理的に説明できるか否かという検討を加え

ることによって，事態は一層明らかになると言える。経

済学的視点からも，不当廉売による社会的損失の大きさ

が問題となる。

しかし，略奪的価格設定によって競業者を排除する行

為は極めて稀にしか起こらず，このような競業者排除を

合理的に説明することは非常に難しい (7)。①価格引下

げに伴う利潤損失はシェアの大きい企業ほど大きくなる

こと，②競業企業が排除された後に価格引上げが可能で

なければならないこと，③競業者を排除する他の代替的

手段，例えば合併・吸収と比較して，不当廉売の方がより

高い利益をもたらすことは稀であることが示されている。

不当廉売の主要な 3 構成要件として，①不当な対価に

よって ｢短期利潤 ｣を犠牲にしていること，②少なくと

も同等に効率的な競業者の参入を阻止し，あるいは市場

から排除すること，③ ｢長期利潤 ｣を当該行為がなかっ

た場合以上に高められたこと，を挙げている。

不当廉売を実施する背景として，同業の他事業者に「自

分は，コストなどで非常に優位である」という情報を伝

えることがある。また，経済学的に不当廉売が経済に与

える影響分析で，一般論として，①需要特性，②企業特

性，③市場競争，④その他の動学的効果といった多様な

側面について総合的に判断して，市場にどのような影響

が及ぶかを考えていく必要がある。

4.1.3　不当廉売の定義

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（独

占禁止法）第 2 条第 9 項第 3 号で，不当廉売の定義とは，

「正当な理由がないのに，商品又は役務をその供給に要

する費用を著しく下回る対価で継続して供給することで

あって，他の事業者の事業活動を困難にさせるおそれが

あるもの」と記されている (8)。
不公正な取引方法とは，公正取引委員会の不公正な取

引方法第 6 項で，「不当に商品又は役務を低い対価で供

給し，他の事業者の事業活動を困難にさせるおそれがあ

ること」と記されている (9)。これらのことは，健診の

不当廉売にも該当する。

4.1.4　価格分散，価格差別，違法性

図 1 に，価格分散（price dispersion）｛あるいは価格変

動（price variation）｝，価格差別（price discrimination）と

その中の違法とみなすべき領域を示す (3, 4)。価格分散

とは，ある時間空間の範囲内の類似の財・サービスの価

格で，大小があることである。価格差別とは，類似の財・

サービスが限界費用比率とは異なる相対価格比率で販売

することで，経済学における価格差別の定義を下記に示

す。在庫一掃セールのように，原価以下で販売する例は

頻繁にあり，これに関し違法性のないことは，常識となっ

ている。略奪的価格設定，参入阻止，カルテル（協調）

の維持といったことの理論的検討が必要である (10)。
なお，原価の差による価格差に利潤を加算した値の違い

によって生じる価格差が指標として一般的である。
図 1　ある領域の財・サービスにおける価格分散，価格差別と
違法な領域の差異
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価格差別の定義とは，類似の財・サービスが限界費用

比率とは異なる相対価格比率で販売されることをいう

(11)。つまり，

Pi/Pj ≠ MCi/MCj

である。ただし，Pは価格（price），iと jは供給者（supplier），
MC は限界費用（marginal cost），

MC(y)＝ΔTC(y)/Δy

で，TC は総費用（total cost），y は生産量（amount of 
production）である。限界費用は，生産量を 1 単位増加

したときの総費用の増加との比で，数学的には差分

（difference）である。なお，限界費用は健診では，一般

に質を意味する。健診により多く費用を投入すれば，健

診品質向上が期待される。健診における質とは，円滑な

健診の実施，良好な総合精度管理，迅速な健診結果報告，

良好な事後処理などである。価格が同一であっても，限

界費用に差異があれば，価格差別となる。また，価格差

別による価格分散と単なるコスト差による価格分散とを

区別すべきである。

4.1.5　健診の経済学的特徴

一般の財・サービスでは，消費者はその質と価格を考

慮して，その購買の選択が可能である。しかし，健診で

は，一般に健診機関選定者は，その質について判断する

ことが困難である。特に，入札による機関選定では，健

診の質は不問である。さらに，健診受診者には，一般的

に健診機関の選択権がない。また，一般の財・サービス

では安価に供給がなされれば総需要量が増加するが，健

診では安価な供給は総需要量を一般に増加させない。

健診は地域性が強いから，時間・空間的広範囲の独

占はほとんど不可能である。したがって，健診の不当

廉売の目的は，独占・寡占ではなく，競業健診機関の

受注を奪って対象地域内でのシェア拡大による利益増

大である。

4.1.6　健診の不当廉売

4.1.6.1　健診の不当廉売手法

健診の不当廉売手法として，下記が挙げられる。ここ

では，入札かどうかは問わない。

①健診の質をかなり低下させて，廉価販売をする。

②斡旋業として，多くの事業所とやや廉価で健診受注

契約をとり，その健診を下請けさせる健診機関にもっと

廉価で発注する。この場合，実施健診機関は，赤字ある

いはほとんど黒字を出せないから，健診品質を劣化させ

ることがありうる。この健診委託事業所は中小企業であ

ることが多い。この種の健診廉売により，健診未実施の

中小企業が健診を実施するようになれば，総健診需要量

が増加するかもしれない。

③健診の質は並みで，価格を廉価にする。この場合，

赤字になるので，その補填方法として，健診の有所見率

を必要以上に大幅に引き上げてその二次検査・精検を併

設の医療機関で実施させる方法とオプションで安価でな

い検査項目を追加させて併設の医療機関で検査させる方

法がある。

上記①と②の場合，受診者は質的に適切な健診を受診

できないリスクが大きい。上記③の場合，受診者に，二

次検査・精検や追加検査の身体的・精神的苦痛と時間・

医療費自己負担分の損失を与え，さらにその健康保険財

政を悪化させる。

4.1.6.2　健診の不当廉売方法による経済学的特徴

健診の不当廉売に関し，経済学的視点から論じよう。

ここで，非廉売の競業健診機関 i の事業活動を廉売健診

機関 j が困難にさせる例である。

低品質の健診での廉価販売（上記 4.1.6.1 の①と②）

において，

MCi＞MCj, Pi＞Pj

となり，Stigler(11) の定義に必ずしも一致しないが，公

正取引委員会の不公正な取引方法第 6項に一致する(9)。
高い再精検率あるいは高価格オプション検査追加によ

る不当廉売（上記 4.1.6.1 の③）において，質は並みの

健診で廉価販売だが，健診の有所見率を必要以上に引き

上げたり，高価格オプション検査を追加させる方法で，

赤字補填をする方法である。この場合，

MCi ≒ MCj, Pi＞Pj

となり，Stigler(11) の定義にも独占禁止法第 2 条第 9 項

第 3 号の定義にも一致する (8)。高再精検率と高価格オ

プション検査追加による不当廉売で，総費用を健診費用

から併設の医療機関の医療費を減額したものとすれば，

上記（①と②）の低品質の健診での廉価販売の場合と同

様に MCi＞MCj となる。

4.1.6.3　健診業者の市場吸引力

市場吸引力に関し，下記が述べられている (12, 13)。
健診業者の市場吸引力とは，健診受注確率と理解しても

よい。

MA：市場吸引力（market attraction），｛あるいはビジ

ネス吸引力（business attraction）｝，P：価格（price），S：
営業力（sales capability），｛あるいは販売促進費（sales 
promotion expense）｝，Q：健診品質（quality），f：市場吸

引力を推定する関数，e：誤差とすれば，①入札，②健

診品質を理解できない担当者が健診業者を選定と③産業

医など健診品質を理解できる担当者が健診業者を選定の

場合，市場吸引力は下記である。

①入札では，

MA＝f(P)＋e

となり，具体的には，ほぼ

MA ≒ k/P＋e

である。ただし，k：定数である。入札の場合，価格の

みで健診業者が選定されるから，市場吸引力に影響する

価格以外の要素はほとんどない。健診品質を劣悪にして
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でも，低価格で入札すれば，落札確率は上昇する。全衛

連の調査研究 (1) において，入札の場合，かなりの廉価

でないと落札できないことが示された。

②健診品質を理解できない担当者が健診業者を選定す

る場合では，

MA＝f(P, S)＋e

となる。健診品質を理解できない事業所の事務担当者が

健診業者を選定する場合，価格は当然重要な要素で，健

診業者の営業力つまり販売促進費も市場吸引力に影響す

る要素であるが，健診品質はほとんど影響しない。健診

品質を劣悪にしてでも，廉価を提示して，十分な営業努

力をすれば，健診受注確率は上昇する。ここで，営業力

を一定，つまり，S＝s0 とすれば，ほぼ

MA ≒ k/P＋e

となる。全衛連の調査研究 (1) において，産業医はこの

状況に不満であることが示された。

③産業医など健診品質を理解できる担当者が健診業者

を選定する場合では，

MA＝f(P, S, Q)＋e

となる。健診品質を理解できる担当者が健診業者を選定

する場合，価格，営業力と健診品質が市場吸引力に影響

する要素である。この場合のみ，健診品質が市場吸引力

に影響する要素となる。

4.1.7　健診の不当廉売による損失

表 1 に，健診の不当廉売による損失を網羅的に示す。

この表は筆者のオリジナルである。

4.1.7.1　個々の損失

低品質健診による不当廉売（上記 4.1.6.1 の①と②）

において，受診者は質的に適切な健診を受診できず，受

診者の健康リスクを低減できない。

高再精検率あるいは高価格オプション検査追加による

不当廉売（上記 4.1.6.1 の③）において，過剰な検査受

診は，健康保険財政を悪化させ，受診者に受診による身

体的・精神的苦痛と時間的損失および医療費自己負担分

の支払いを強いる。

4.1.7.2　社会的損失

健診の不当廉売による社会的損失の最も重要なこと

は，同業の他の事業者の事業活動を困難化することであ

る。優良な健診機関が市場から撤退すれば，「悪貨は良貨

を駆逐する」状況になり，良質な健診の供給量が減少す

る。その種の機関が撤退しなくても，その財政事情によ

り，提供する健診の質の悪化を甘受しなければならない

事態にもなる。また，表1の高再精検率あるいは高価格オ

プション検査追加による不当廉売も低品質の健診での不

当廉売もそれらによる社会的損失を無視できない。社会

的損失量はこれらの和であり，それは健診の不当廉売に

よる外部不経済（external diseconomies）とも言える。外部

不経済とは，例えば公害のように，ある経済主体の行動

が，その費用の支払いや補償を行うことなく，他の経済

主体の効用や生産性を低下させ不利益や損失を与えるこ

とである(14)。健診の不当廉売差額の総計とそれによる

社会的損失の総量との関係を示した既存の研究は見当た

らないから，このことが今後の研究対象になるであろう。

一般に，価格差別を行う目的は，その企業の生産者余

剰（producers’ surplus）(14, 15) あるいは粗利潤を増加

させることである。しかし，その結果，社会全体の総販

売量が増加しない場合は，社会的余剰（social surplus）(14, 
15) はほとんどの場合に減少する。総販売量が増えてい

ないのに社会的余剰が改善するということはほとんどな

いと言える。図 2 に，健診の不当廉売による外部不経済

を介して生じる社会的余剰の損失を図示する。図 2 は文

献 (14) の図を改変した図である。この図で，社会的限

界費用曲線（social marginal cost curve）は不当廉売機関

の限界費用曲線（marginal cost curve）より外部不経済の

分だけ上に位置する。なお，社会的余剰とは，消費者余

剰（consumers’ surplus），生産者余剰および政府の税収

の合計のことをいう (14, 15)。消費者余剰とは，財・サー

ビスに対して消費者が支払ってよいと思う価格から実際

に支払う価格の差である。生産者余剰とは，財・サービ

表 1　健診の不当廉売による損失

低品質の健診 高い再精検率・任意の追加健診率

法・規制 公正取引委員会の不公正な取引方法第 6 項 独占禁止法 第 2 条第 9 項第 3 号

価格 安価 安価

限界費用（品質） 低品質 通常品質

再精検率・任意の追加健診率 ? 高い

偽陽性率 高くない 高い

偽陰性率 高い 低い

健康保険の財政悪化の原因 医学的介入遅延による受診者の病状悪化 検査者数の増加

再精検・任意の追加健診による受診者の
苦痛や時間的損失

ほとんどなし あり

再精検・任意の追加健診による受診者の
金銭的負担

ほとんどなし あり

競合健診機関の経営悪化 顕著 顕著
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スの取引の価格と生産者がそれを供給してもよいと思う

価格の差である。

ある不当廉売による社会的損失額を算出できれば，そ

の社会的問題の大きさが分かる。

4.1.7.3　違法性 (3, 4)
価格差別が合法か違法かを判断するときに問題になっ

てくる 3 点として下記がある。①単なる価格分散ではな

い価格差別であるということが事実として認定できるか

どうかということ，つまり限界費用の差では説明できな

い価格差というものが，どこまで観察可能なのか，また

認定可能なのかという問題（図 1 の B・C と D の区別），

②価格差別であるとした場合に，それは望ましいか否か

という規範的評価の問題（B と C の区別），③いわゆる

価格差別ではないような価格分散に違法とすべき状況は

あり得るかという問題（A と D の区別）がある。これ

らのことが，個別事例で法廷において，同業の他事業者

の事業活動を困難化しているかで争われる。健診の不当

廉売の例では，他の優良な健診機関の経営悪化が法廷で

争点となるはずである。つまり，図 1 で，B と C の区

別である。しかし，法廷で，このことの実証は容易では

ないから，健診の不当廉売による訴訟例は，まだ日本で

はないようである。

原価以下で販売される在庫一掃セールなどは，恒常的

に行われないから，同業の他事業者の事業活動の困難化

にならないとして，違法性は否定される。

4.2　健診機関の変更による産業医の健康管理業務の劣化

産業医は，受診者個人の健診結果の経年変化傾向や変

動幅などをみて，治療の必要性，就業区分の変更，事後

措置の実施，保健指導方針決定等の判断により健康管理

業務をしている。ほとんどの産業医は健診受診者個人へ

の健診結果報告データをみてパターン認識で上記の処理

をしている。また，必要により，過去の何回かの報告デー

タをみて管理図を可視的な図ではなく頭の中に描いて上

記の処理をしている。健診機関を変更すると，健診機関

ごとに異なる健診結果報告フォーマットに変更され，こ

れまで蓄積してきたデータと今回のデータとの整合を取

る作業負担の増加が産業医に生じる。労働者の健康管理

のために多くの事項に対応しなければならない産業医に

とって，相当な作業負担の増加となるこの整合作業を強

いられることは好ましくない。これに十分対応しきれな

かった場合，産業医は適切な判断ができないことになり，

健康管理業務劣化のリスク上昇が危惧される。したがっ

て，健診機関に特段の問題がなければ実施健診機関を継

続することのメリットは大きい。

全衛連の調査研究 (1) においても，産業医は上記のこ

とを認識していると示されている。

4.3　産業医の健康管理業務の劣化防止対策

産業医の健康管理業務の劣化の要因として，①健診品

質の劣化，②健診機関変更による健診結果フォーマット

変更で過去のデータとの整合を取る作業の負担増加，が

ある。健診品質の劣化には，入札の場合と随意契約の場

合がある。入札では，第三者評価機関による優良機関の

評価を獲得した健診機関のみ入札資格を有するという制

度を作成することにより，入札による健診品質の劣化リ

スクを低減させられる。随意契約では，産業医のような

健診品質を理解できる者が健診機関選定に関与すれば，

健診品質の劣化リスクを低減させることが可能である。

また，健診機関変更による健診結果フォーマット変更に

対して，健診契約を複数年契約とする，事業所の指定す

る健診結果フォーマットで結果を報告する，健診結果

フォーマットを統一するという対策がある。また，事業

所の事務担当者などに対しては健診品質はどの健診機関

も大差ないという誤った認識を改めてもらう努力と健診

機関変更で健診結果フォーマット変更による弊害を理解

してもらう努力が求められる。さらに，事業所の事務担

当者などが劣悪な健診品質の健診機関に健診を委託し，

健診機関変更による健診結果フォーマット変更で産業医

の健康管理品質が劣化しても，廉価な健診料金で健診を

契約することによって高い評価を得られる体制を変更さ

せる必要もある。

全衛連の調査研究 (1) においても，上記のことが示さ

れている。

4.4　健診品質の劣化と健診機関変更による社会的損失

健診機関選定に関し，入札あるいは健診品質を適切に

評価できない事業所の事務担当者が実施すれば，社会全

体でみて損失が生じる弊害を甘受しなければならない

（図 2）。知的創造業務の公共調達では，「価格競争原則」

を撤廃すべきと提言されている(2)。健診機関選定でも，

価格競争方式は不適切である。産業医などの専門職がそ

の選定に関われば，その弊害を排除できよう。しかし，

事務担当者が，劣悪な健診品質や健診機関変更による健

診結果フォーマット変更に起因する産業医の健康管理業

務の劣化を考慮せずに，ただ健診費用の削減のみがその

図 2　健診の不当廉売による社会的余剰の損失
D：需要曲線，MC：限界費用曲線，SMC：社会的限界費用曲線，
p：価格，y：受診者数，j：不当廉売機関
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業績として高評価を得られる体制では，社会全体におけ

る損失が生じてしまう。このような体制を変更させる必

要がある。調達品質を適正に評価する体制が必要 (2) だ
が，健診機関を選定する事業所の事務担当者にそれを求

めるのは，かなり困難である。特に，質の高い健診を供

給している良好な健診業者をその市場から排除する，「悪

貨は良貨を駆逐する」状態が危惧される。良好な健診機

関は優良な社会資本であるから，その駆逐は大きな社会

的損失である。

全衛連の調査研究 (1) において，入札による過大な健

診価格割引率では，総合精度管理に十分な対応が不可能

になるため，健診品質低下リスクが上昇することが示さ

れた。そのことによる社会的損失の具体的大きさを求め

る研究が今後期待される。また，過度な価格競争に対す

る健診機関の対応として，非正規雇用者による人件費削

減が必要になり，そのための健診品質劣化が危惧される。

5．健診品質劣化防止のための提言 (1)

文献 (1) を引用して，健診品質維持のための提言を下

記に示す。

①産業医は，高品質の健診を提供できる健診機関が選定

されるよう健診機関の選定に積極的に関与すること

②健診機関は，（a）総合精度管理の優劣による健診品質

の大きな変動を理解すること，（b）過度な料金競争に

よる健診品質低下リスクを認識し，節度をもった行動

をとること，（c）日本の労働政策として，正規・非正

規雇用の問題解決に取り組むこと

③健診委託事業者は，（a）健診機関を毎年変更すること

の弊害，（b）健診機関の健診品質には小さくない差が

あることを理解すること

④全衛連などの公的健診評価機関は，（a）高品質の健診

を提供可能の証である労働衛生サービス機能評価制度

を普及させること，（b）健診のあるべき仕様および料

金についての考え方を公表し，健診委託事業者に理解

してもらうこと，（c）健診機関を毎年変更することの

弊害を事業者に理解してもらい，入札によって健診機

関を選定する場合，労働衛生サービス機能評価認定施

設を入札参加条件とした上で，複数年契約を事業者に

要請すること，（d）関連団体などと連携し，健診結果

標準フォーマットの作成について検討すること

6．結　　　論

低品質の健診や健診結果報告フォーマット変更などに

起因する産業医の健康管理業務劣化防止のため，産業医

は高品質の健診を提供できる健診機関が選定されるよう

健診機関の選定に積極的に関与するべきである。

追記　本研究の元になる調査研究 (1) の概要に関し，

2017 年 5 月に東京で開催の第 90 回日本産業衛生学会と

2017 年 10 ～ 11 月に鹿児島で開催の第 76 回日本公衆衛

生学会総会にて講演し，産業医学レビュー 2018;30(3): 
173–184 に記載した。
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